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日商簿記検定対策
（問題用紙・答案用紙）




第4回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿商　業　簿　記＿
【第1問】問題用紙（20点）
 下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目から最も適当と思われるものを選び、記号で解答すること。

１．当社の下関支店は、他社に商品￥300,000を販売し、代金のうち￥180,000 は当社の岡山支店振出しの約束手形で受け取り、残額は掛けとした。下関支店の仕訳を行う。なお、当社は本店集中計算制度を採用して記帳を行っている。 
ア．受取手形 イ．売掛金 ウ．未収入金 エ．支払手形 オ．売上 カ．損益 キ．本店

２．商品を￥1,650,000（税込み）で顧客に販売し、￥660,000（税込み）を現金で受取り、残額をクレジット払いの条件とした。信販会社へのクレジット手数料（クレジット販売代金の５％）も販売時に計上した。なお、消費税の税率は10％とし、税抜方式で処理するが、クレジット手数料には消費税は課税されない。 
ア．現金 イ．当座預金 ウ．クレジット売掛金 エ．仮払消費税　オ．仮受消費税 カ．売上 キ．支払手数料 

３．事務用パソコンを分割払いで購入し、代金は毎月末に支払期日が順次到来する額面￥110,000 の約束手形 15 枚を振り出して交付した。なお、事務用パソコンの現金購入価額（現金正価）は￥1,500,000 である。なお、利息相当額は購入時に費用勘定で処理することとした。 
ア．当座預金 イ．受取手形 ウ．前払費用 エ．備品 オ．営業外支払手形 カ．受取利息 キ．支払利息 

４．浪速システム社はシステム関係の保守サービスを行っている。当期からX社とY社へのサービス提供を開始し、契約金額はX社￥2,400,000、Y社￥4,500,000であり、ともに現金で受け取って全額を売上勘定に計上した。決算日を迎えた本日、必要な修正を行うと同時に、Y社の収益のうち￥1,500,000を翌期の収益とし、仕掛品勘定に計上されていた当期の諸費用￥3,000,000を原価に計上する。
 ア．現金 イ．仕掛品 ウ．前払金 エ．前受金 オ．売上 カ．役務収益 キ．役務原価 

５．外部に開発を依頼していた社内利用目的のソフトウェア（開発費用￥30,800,000は銀行振込により全額支払済み）が完成し使用を開始したため、ソフトウェア勘定に振り替えた。なお、この開発費用の内容を精査したところ￥30,800,000の中には、ソフトウェアの作り直し対象となった部分の費用￥5,800,000が含まれており、資産性がないものとして除却処理することとした。 
ア．固定資産圧縮損 イ．固定資産除却損 ウ．固定資産売却損 エ．ソフトウェア仮勘定 オ．ソフトウェア
 カ．建設仮勘定 キ．当座預金
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【第２問】問題用紙（20点）
　次に示した門脇企画株式会社の［資料］にもとづいて、答案用紙の株主資本等変動計算書（単位：千円）について、（　　）に適切な金額を記入して完成しなさい。金額が負の値のときは、金額の前に△を付して示すこと。なお、会計期間は×３年４月１日から×４年３月31日までの1年間である。

［資料］
１．×３年３月31日の決算にあたって作成した貸借対照表において、純資産の部の各科目の残高は次のとおりであった。なお、この時点における発行済株式数総数は50,000株である。
　　資　本　金　 　61,200,000　　資本準備金　　10,000,000　　その他資本剰余金　　3,500,000
　　利益準備金　　　5,000,000　　別途積立金　 　2,500,000　   繰越利益剰余金　 　4,000,000
２．×４年６月20日、定時株主総会を開催し、剰余金の配当および処分を次のように決定した。
　⑴　株主への配当金について、その他資本剰余金を財源として、１株につき￥50、繰越利益剰余金を財源として、1株につき￥100の配当を行う。
　⑵　上記の配当に関連して、会社法が定める金額を資本準備金および利益準備金として積み立てる。
　⑶　繰越利益剰余金を処分し、別途積立金として￥500,000を積み立てる。
３．×４年９月１日、新株3,000株を1株につき、￥27,500で発行して増資を行い、全額の払込みを受け、払込金は当座預金とした。なお、会社法が定める最低限度額を資本金とした。
４．×4年5月１日、大島物産株式会社を吸収合併し、同社の諸資産（時価総額￥75,000,000）と諸負債（時価総額￥30,000,000）を引き継ぐとともに、合併の対価として新株3,000株（ 1株当たりの時価は￥28,000） を発行し、同社の株主に交付した。なお、新株の発行に伴う純資産（株主資本）の増加額のうち、￥50,000,000は資本金とし、残額はその他資本剰余金として計上した。
５．×４年３月31日、決算を行い、当期純利益￥7,000,000を計上した。
　



















【第３問】問題用紙（20点）
次の［資料Ⅰ］～［資料Ⅲ］にもとづいて、下記の ⑴ および ⑵ に答えなさい。なお、会計期間は１年、決算日は３月31 日である。また、本店から支店に商品を発送するさいには、仕入勘定に仕入価額で記帳する方法を用いている。なお、本問では、「法人税、住民税及び事業税」と税効果会計は考慮しないものとする。
 ⑴ 答案用紙に示した、当期（×7年４月１日～×8年３月31日）における本店の損益勘定を完成しなさい。
 ⑵ 本店における支店勘定の次期繰越額を求めなさい。
［資料Ⅰ］ 本店および支店の決算整理前残高試算表
残 高 試 算 表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　×８年３月 31 日 　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	借  方
	本  店
	支  店
	貸  方
	本  店
	支  店

	現金預金
	1,624,640
	674,560
	買掛金
	992,000
	328,320

	売掛金
	1,344,000
	480,000
	仮受金
	400,000
	－

	繰越商品
	752,000
	202,560
	借入金
	1,920,000
	384,000

	支店
	1,587,200
	－
	本店
	－
	1,587,200

	建物
	2,880,000
	1,440,000
	貸倒引当金
	4,800
	2,560

	満期保有目的債券
	3,171,200
	－
	建物減価償却累計額
	768,000
	240,000

	仕入
	5,280,000
	2,407,680
	資本金
	6,000,000
	－

	営業費
	992,960
	401,600
	利益準備金
	292,800
	－

	支払利息
	43,200
	8,640
	繰越利益剰余金
	560,000
	－

	
	
	
	売上
	6,699,200
	3,072,960

	
	
	
	有価証券利息
	38,400
	－

	
	17,675,200
	5,615,040
	
	17,675,200
	5,615,040


［資料Ⅱ］ 未処理事項等
１．×8年３月１日、本店は国庫補助金￥400,000 と自己資金により、営業用車両（取得原価￥2,000,000）を購入した。代金は翌月末に支払う条件となっているが、この取引に関しては、補助金の受領額を仮受金として処理したのみであり、取得、ならびに補助金相当額の圧縮記帳（直接控除法）の会計処理が行われていなかった。 
２．本店が支店へ商品￥44,800(仕入価額)を移送したにもかかわらず、商品管理部から本店と支店の経理部への連絡漏れがあったため、本店・支店ともにその会計処理が行われていなかった。
３．本店が支払った営業費のうち、￥80,000 を支店が負担することとなった。 
［資料Ⅲ］ 決算整理事項 
１．売掛金の期末残高に対し、本支店とも２％の貸倒れを見積もる。貸倒引当金の設定は差額補充法による。
２．商品の期末棚卸高は次のとおりである。なお、本店および支店の期末帳簿棚卸高は、［資料Ⅱ］２．の取引を処理する前の金額であるが、実地棚卸高は、当該商品が支店に到着済みのため適切な金額である。なお、棚卸減耗損は、損益計算書では売上原価に含めて表示するが、総勘定元帳においては独立の費用として処理する。
 本店の期末帳簿棚卸高 ￥876,800（実地棚卸高 ￥825,600）
 支店の期末帳簿棚卸高 ￥214,400（実地棚卸高 ￥243,200）
３．有形固定資産の減価償却
 ① 建 物：本店・支店ともに、残存価額ゼロ、耐用年数 30年の定額法
 ② 車両運搬具：総利用可能距離 320,000km 当期の利用距離 16,000km、残存価額ゼロ、生産高比例法 
４．満期保有目的債券は、×6年４月１日に、期間10年の額面￥3,200,000の国債（利払日：毎年３月および９月末日、利率年1.2％）を発行と同時に￥3,168,000で取得したものである。額面額と取得価額との差額は金利の調整と認められるため、定額法による償却原価法（月割計算）を適用している。
５．営業費の前払額が、本店に￥3,200、支店に￥2,560 ある。
[bookmark: _Hlk214969873]６．利息の未払額が、本店に￥14,400、支店に￥2,880 ある。
＿工　業　簿　記＿
【第4問】問題用紙（28 点）
⑴（12点）
次の一連の取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目から最も適当と思われるもの
を選び、記号で解答すること。仕訳の金額はすべて円単位とする。
１．材料の消費価格差異を計上した。材料の月初在庫は150㎏（購入原価１㎏当たり1,180円）、当月仕入は1,200
㎏（購入原価1㎏当たり1,240円）、月末在庫は200㎏であり、棚卸減耗はなかった。また、実際払出価格は
先入先出法により処理している。なお、材料費の計算には1㎏当たり1,200円の予定消費価格を用いている。
　　ア.製品　イ．仕掛品　ウ．材料　エ．製造間接費　オ．買掛金　カ．売上原価　キ．材料消費価格差異
２．当月の労務費の消費額を計上する。直接工の直接作業時間は400時間、間接作業時間は10時間であった。
当工場では直接工の賃金計算について予定賃率を適用しており1時間当たり4,000円である。また間接工につ
いては、前月賃金未払高700,000円、当月賃金支払高3,000,000円、当月賃金未払高500,000であった。
　　ア．現金　イ．未払賃金・給料　ウ．賃金・給料　エ．製品　オ．売上原価　カ．仕掛品　キ．製造間接費
３．工程別総合原価計算を採用している浅草株式会社は、労務費を消費した。なお、第１工程における消費賃率
は1時間あたり2,400円、直接作業時間は800時間であり、第２工程における消費賃率は１時間当たり7,000
円、直接作業時間は150時間であった。
　　ア．製品　イ．第１工程半製品　ウ．売上原価　エ．第1工程仕掛品　
オ．製造間接費　カ．賃金・給料　キ．第2工程仕掛品
⑵（16点）
　　当工場には、２つの製造部門（第一製造部と第二製造部）と１つの補助部門（修繕部）があり、製造間接費について部門別計算を行っている。補助部門費は製造部門に予定配賦し、製造部門費は製品に予定配賦している。修繕部費の配賦基準は修繕時間、第一製造部費と第二製造部費の配賦基準は機械稼働時間である。次の［資料］にもとづいて、下記の問に答えなさい。
［資　料］
　１．年間予算部門別配賦表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　　目
	合　　計
	製　造　部　門
	補助部門

	
	
	第一製造部
	第二製造部
	修繕部

	部門費
	176,000,000
	91,200,000
	73,600,000
	11,200,000

	修繕部費
	11,200,000
	？
	？
	

	製造部門費
	176,000,000
	？
	？
	


　　　　（注）　？は各自計算すること。
　２．年間予定修繕時間　
　　　　第一製造部　　　　600時間　　　　第二製造部　　　800時間
　３．年間予定機械稼働時間
　　　　第一製造部　　　　8,000時間　　　第二製造部　　　20,000時間
　４．当月の実際機械稼働時間
　　　　第一製造部　　　　690時間　　　　第二製造部　　　1,720時間
　５．当月の実際修繕時間
修繕部費は予定配賦率に実際修繕時間を乗じて、第一製造部と第二製造部に配賦する。
　第一製造部　　　　52時間　　　　 第二製造部　　　72時間
６．当月の実際部門費
　　　第一製造部　　7,914,000円　　　　第二製造部　　6,476,000円
　　　修繕部　　　　1,004,400円

問１　修繕部費の予定配賦率を計算しなさい。
問２　当月の第一製造部費と第二製造部費の予定配賦額を計算しなさい。
問３　当月の修繕部費の配賦差異を計算しなさい。借方差異か貸方差異かを明示すること。
[bookmark: _Hlk214969933]問４　当月の第一製造費の配賦差異を計算しなさい。借方差異か貸方差異かを明示すること。

【第5問】問題用紙（12 点）
当工場では、製品甲、製品乙、製品丙の３種類の製品を製造しており、標準原価計算を採用している。以下の資料にもとづいて、下記の問に答えなさい。
　問１　製品甲の原価標準（直接材料費）を計算しなさい。
　問２　製品乙の直接材料費について、消費量差異と価格差異に分析しなさい。
　問３　製品甲の標準直接作業時間を求めなさい。
［資　料］
１．直接材料の標準消費量と標準単価
	製　　品
	甲
	乙
	丙

	材料の種類
	日本製
	台湾製
	日本製

	材料の標準単価
	1,500円/㎏
	1,800円/㎏
	1,500円/㎏

	材料の標準消費量
	30㎏
	９㎏
	21㎏



２．直接労務費の標準作業時間
	　　製　　品
	甲
	乙
	丙

	標準作業時間
	2.0時間
	1.5時間
	2.5時間



３．実際生産量
	製　　品
	甲
	乙
	丙

	実際生産量
	3,000個
	2,400個
	3,600個


　　　　※月初・月末の仕掛品は存在しない　

4．材料実際消費量と実際単価
	製　　品
	日本製
	台湾製

	実際消費量
	15,500㎏
	21,000㎏

	実際単価
	1,470円
	1,830円



